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(百万円未満切捨て)
１．2023年３月期の連結業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 164,020 10.0 13,632 △13.3 13,204 △20.5 9,780 5.4

2022年３月期 149,082 25.1 15,715 80.1 16,605 72.4 9,279 147.7
(注) 包括利益 2023年３月期 16,859百万円( 30.5％) 2022年３月期 12,921百万円( 3.1％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2023年３月期 587.89 － 7.7 6.5 8.3

2022年３月期 557.73 － 8.0 8.6 10.5
(参考) 持分法投資損益 2023年３月期 △1,192百万円 2022年３月期 123百万円

※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前連結会計年
度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 208,335 139,410 63.5 7,955.03

2022年３月期 197,732 126,371 60.7 7,217.26
(参考) 自己資本 2023年３月期 132,345百万円 2022年３月期 120,073百万円

※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前連結会計年
度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2023年３月期 15,818 △5,507 △4,920 39,729

2022年３月期 8,539 △7,256 △4,759 32,949
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2022年３月期 － 135.00 － 200.00 335.00 2,786 30.0 2.4

2023年３月期 － 135.00 － 110.00 － 2,953 30.2 2.3

2024年３月期(予想) － 50.00 － 50.00 100.00 30.2
※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、2023年３月期
の１株当たり期末配当金につきましては、当該株式分割後の金額を記載し、年間配当金合計は「－」を記載してお
ります。

３．2024年３月期の連結業績予想（2023年４月１日～2024年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 158,000 △3.7 8,000 △41.3 9,000 △31.8 5,500 △43.8 330.60

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無
　　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料P.13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期 16,704,638株 2022年３月期 16,704,638株

② 期末自己株式数 2023年３月期 67,976株 2022年３月期 67,588株

③ 期中平均株式数 2023年３月期 16,636,871株 2022年３月期 16,637,373株
　

※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前連結会計年
度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定して
おります。

(参考) 個別業績の概要
2023年３月期の個別業績（2022年４月１日～2023年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期 132,254 10.3 7,983 △3.4 10,442 △8.8 10,902 25.6

2022年３月期 119,908 27.0 8,262 83.9 11,446 104.1 8,680 324.6

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期 655.31 －

2022年３月期 521.74 －

※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前事業年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2023年３月期 176,640 117,275 66.4 7,049.23

2022年３月期 165,301 106,442 64.4 6,397.93

(参考) 自己資本 2023年３月期 117,275百万円 2022年３月期 106,442百万円
　

※当社は、2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前事業年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述につきましては、当社が現在入手している情報及び合
理的であると判断する一定の前提に基づいたものであり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありませ
ん。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績
予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.４「１.経営成績等の概況（４）今後の見通し」を
ご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症による影響を受けつつも社会・経済活動の

正常化が進むなど一部に持ち直しの動きが見られましたものの、ウクライナ情勢の長期化等による資源・エネルギ

ー価格の高騰に加え、各国の金融引き締めが世界経済の成長を下押しするなど、景気は厳しい状況で推移いたしま

した。

　このような経済情勢のもと、当社グループにおきましては、資源事業及び機械・環境事業等における増収により、

売上高は1,640億２千万円（前期比10.0％増）と前期に比べ増加いたしました。

　損益につきましては、資源事業の減益及び海外銅鉱山の開発調査費の増加により、営業利益は136億３千２百万円

（前期比13.3％減）と前期に比べ減少し、経常利益は持分法による投資損益が悪化しましたことから、132億４百万

円（前期比20.5％減）と前期に比べ減少いたしました。

　一方、親会社株主に帰属する当期純利益は、保有株式の売却益計上に加え、法人税等が減少しましたことから、

97億８千万円（前期比5.4％増）と前期に比べ増加いたしました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

[資源事業]

（鉱石部門）

　主力生産品である石灰石の増収に加え、燃料関連商品等の増収により、売上高は594億３千６百万円と前期に比

べ50億４千５百万円（9.3％）増加しましたものの、エネルギーコストの増加等により、営業利益は59億６千９百

万円と前期に比べ10億６千３百万円（15.1％）減少いたしました。

（金属部門）

　電気銅の国内販売価格が高水準で推移しましたことに加え、銅精鉱の販売数量が増加しましたことから、売上

高は869億４千８百万円と前期に比べ82億１千５百万円（10.4％）増加しましたものの、アタカマ銅鉱山における

生産コストの増加等により、営業利益は66億１千２百万円と前期に比べ６億５千万円（9.0％）減少いたしまし

た。

[機械・環境事業]

　環境部門における販売が好調であったことに加え、機械関連子会社における販売も順調に推移しましたことか

ら、売上高は130億３百万円と前期に比べ16億５千８百万円（14.6％）増加し、営業利益は12億５千７百万円と前

期に比べ２億５千６百万円（25.6％）増加いたしました。

[不動産事業]

　賃貸物件の稼働状況が概ね順調に推移しましたことから、売上高は28億８千２百万円と前期に比べ５千６百万

円（2.0％）増加し、修繕費の減少等により、営業利益は17億７百万円と前期に比べ１億３千１百万円（8.4％）

増加いたしました。

[再生可能エネルギー事業]

　太陽光発電部門は概ね順調に推移しましたものの、地熱部門において定期修繕工事に伴い一時設備の稼働を停

止しましたことから、売上高は17億５千万円と前期に比べ３千７百万円（2.1％）減少いたしました。

　一方、営業利益は減価償却費の減少等により、５億４千７百万円と前期に比べ３千７百万円（7.5％）増加いた

しました。
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（２）当期の財政状態の概況

[資産の部]

当連結会計年度末における資産の部の合計は、前期末に比べ106億２百万円（5.4％）増加し、2,083億３千５

百万円となりました。

流動資産につきましては、原材料が減少しましたものの、現金及び預金の増加等により、前期末に比べ44億７

千２百万円（5.0％）増加し、941億７千８百万円となりました。

固定資産につきましては、設備投資による有形固定資産の増加及び保有株式の時価上昇に伴う投資有価証券の

増加等により、前期末に比べ61億２千９百万円（5.7％）増加し、1,141億５千６百万円となりました。

[負債の部]

当連結会計年度末における負債の部の合計は、前期末に比べ24億３千６百万円（3.4％）減少し、689億２千４

百万円となりました。

流動負債につきましては、未払法人税等が減少しましたものの、短期借入金の増加等により、前期末に比べ13

億１千９百万円（2.8％）増加し、482億５千８百万円となりました。

固定負債につきましては、長期借入金の減少等により、前期末に比べ37億５千６百万円（15.4％）減少し、

206億６千６百万円となりました。

[純資産の部]

当連結会計年度末における純資産の部の合計は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加等により、

前期末に比べ130億３千８百万円（10.3％）増加し、1,394億１千万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ67億７千９百万円

（20.6％）増加し、397億２千９百万円となりました。

[営業活動によるキャッシュ・フロー]

当連結会計年度においては、税金等調整前当期純利益141億７千９百万円、減価償却費54億８千５百万円の計

上に加えて、棚卸資産の減少等による収入要因により、営業活動によって得られた資金は158億１千８百万円と

なり、前期に比べ72億７千８百万円（85.2％）増加いたしました。

[投資活動によるキャッシュ・フロー]

当連結会計年度においては、有形固定資産の取得による支出等により、投資活動に要した資金は55億７百万円

となりましたが、投資有価証券の売却による収入の増加により、前期に比べ17億４千９百万円（24.1％）減少い

たしました。

[財務活動によるキャッシュ・フロー]

当連結会計年度においては、配当金の支払による支出等により、財務活動に要した資金は49億２千万円とな

り、前期に比べ１億６千万円（3.4％）増加いたしました。
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（４）今後の見通し

　今後の見通しにつきましては、コロナ禍の収束が見込まれる一方、新たな変異株の出現や感染再拡大などのリス

クも依然として残り、加えてウクライナ情勢の動向による資源・エネルギー価格の高騰や、人手不足の深刻化、為

替変動による海外調達材料の高止まりなど、予断を許さない状況が続くものと考えられます。また、鉄鋼メーカー

の構造改革や脱炭素社会の実現に向けた政府・民間企業の取り組みによる影響など、当社グループを取り巻く経営

環境は大きく変化しております。

　当社グループといたしましては、このような経営環境に対処し、なお一層の販売の強化、生産性の向上、諸経費

の削減、ＢＣＰ（事業継続計画）の充実及びＳＤＧｓへの対応など、経営体質の改善・強化を図り、事業基盤の強

化・拡充に取り組み、業績の向上及び持続可能な社会の実現に努めてまいります。

　さらに、将来にわたり、基幹産業への原料供給という重責を果たし続けるとともに、株主、取引先、地域社会、

従業員などのステークホルダーとの共栄に資するため、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図り、コーポ

レートガバナンスの充実を推進してまいります。

　加えて、当社グループでは、サステナビリティの推進に積極的に取り組んでおります。2050年カーボンニュート

ラル実現を目指し、設備の効率化や省エネ技術の導入、鉱山跡地への緑化、社有林の森林認証取得及び自然エネル

ギーを利用した発電等を行っており、今後とも環境に配慮した事業活動に取り組んでまいります。

　また、当社グループは、2021年度を初年度とする３年間の第２次中期経営計画を策定し、2021年５月10日付にて

公表しております。第２次中期経営計画期間は、将来の成長を見据えた大型投資の本格的実行期間となります。

　現在の進捗といたしましては、鳥形山鉱業所第３立坑は2023年度の本格運用開始を目指しておりましたものの、

土木工事の遅れや台風被害の復旧工事のため、約１年の遅れとなる2024年４月の運用開始を予定しております。八

戸鉱山新鉱区開発は2021年度より一部出鉱を開始しており、開発工事が全て完了し本格操業となるのは次期中期経

営計画期間を予定しております。アルケロス銅鉱山は未確定鉱量の調査に加え、各種詳細エンジニアリングやチリ

共和国の環境許認可の手続きを進めてまいりました。2022年12月に環境許認可を取得し、また、開発のための経済

実現性を確認できましたことから、2023年４月28日に開発の着手を決定いたしました。なお、操業開始は2026年を

見込んでおります。

　このような積極投資に耐えうる収益の確保と財務の健全性を維持しながら、国内外の需要動向、特に資源事業の

主要納品先である鉄鋼メーカーの構造改革などに臨機応変に対応していくことが重要課題と認識しております。こ

のため、全ての事業において、成長分野の見極めや需要の開拓を推進するとともに、当社グループの持続的成長へ

向けた事業活動とＳＤＧｓへの取り組みの両立を図ってまいります。

　次期の連結業績予想につきましては、ＬＭＥ銅価格380￠/lb、為替レート130円/米ドルを前提として、売上高

1,580億円、営業利益80億円、経常利益90億円、親会社株主に帰属する当期純利益55億円を予想しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び国内の同業他社との比較可能性を考慮し、当面は、日本基準

に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国

内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 33,224 40,002

受取手形、売掛金及び契約資産 30,757 30,670

リース投資資産 2,551 2,291

商品及び製品 5,825 6,578

仕掛品 8,369 8,007

原材料及び貯蔵品 6,432 3,163

その他 2,992 4,085

貸倒引当金 △448 △621

流動資産合計 89,705 94,178

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 94,103 95,466

減価償却累計額 △73,192 △75,392

建物及び構築物（純額） 20,911 20,073

機械装置及び運搬具 99,224 101,983

減価償却累計額 △88,525 △91,443

機械装置及び運搬具（純額） 10,699 10,540

鉱業用地 10,275 10,417

減価償却累計額 △6,572 △6,734

鉱業用地（純額） 3,702 3,682

一般用地 16,299 16,308

建設仮勘定 15,053 19,159

その他 4,619 4,787

減価償却累計額 △4,169 △4,275

その他（純額） 450 511

有形固定資産合計 67,117 70,276

無形固定資産

鉱業権 3,111 3,542

その他 497 504

無形固定資産合計 3,608 4,046

投資その他の資産

投資有価証券 29,172 30,855

繰延税金資産 1,256 1,319

その他 7,031 7,803

貸倒引当金 △151 △140

投資損失引当金 △8 △3

投資その他の資産合計 37,301 39,833

固定資産合計 108,027 114,156

資産合計 197,732 208,335
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当連結会計年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 14,627 15,297

短期借入金 15,922 19,700

リース債務 869 729

未払金 7,061 7,918

未払法人税等 2,939 492

賞与引当金 1,103 1,164

役員賞与引当金 34 32

株主優待引当金 10 16

製品保証引当金 10 10

その他 4,358 2,896

流動負債合計 46,938 48,258

固定負債

長期借入金 4,817 1,117

リース債務 1,348 1,311

繰延税金負債 2,753 4,360

役員退職慰労引当金 77 59

環境安全対策引当金 5 1

特別修繕引当金 226 79

退職給付に係る負債 3,799 1,948

資産除去債務 4,639 5,082

その他 6,754 6,706

固定負債合計 24,422 20,666

負債合計 71,360 68,924

純資産の部

株主資本

資本金 4,176 4,176

資本剰余金 4,746 4,584

利益剰余金 99,391 106,385

自己株式 △169 △170

株主資本合計 108,145 114,976

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 11,974 14,149

繰延ヘッジ損益 △778 △180

為替換算調整勘定 808 1,937

退職給付に係る調整累計額 △75 1,463

その他の包括利益累計額合計 11,928 17,368

非支配株主持分 6,297 7,065

純資産合計 126,371 139,410

負債純資産合計 197,732 208,335
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 149,082 164,020

売上原価 114,217 129,038

売上総利益 34,864 34,981

販売費及び一般管理費 19,149 21,349

営業利益 15,715 13,632

営業外収益

受取利息 23 111

受取配当金 1,062 1,512

持分法による投資利益 123 -

為替差益 127 -

その他 224 186

営業外収益合計 1,561 1,810

営業外費用

支払利息 261 490

持分法による投資損失 - 1,192

為替差損 - 40

休廃山管理費 215 244

貸与資産減価償却費等 92 72

その他 102 196

営業外費用合計 671 2,238

経常利益 16,605 13,204

特別利益

固定資産売却益 46 33

投資有価証券売却益 145 1,660

その他 - 33

特別利益合計 191 1,726

特別損失

固定資産除売却損 220 323

減損損失 106 427

火災による損失 148 -

その他 16 0

特別損失合計 493 751

税金等調整前当期純利益 16,304 14,179

法人税、住民税及び事業税 5,082 3,356

法人税等調整額 27 △191

法人税等合計 5,110 3,164

当期純利益 11,193 11,015

非支配株主に帰属する当期純利益 1,914 1,234

親会社株主に帰属する当期純利益 9,279 9,780
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

当期純利益 11,193 11,015

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 987 2,176

繰延ヘッジ損益 △858 598

為替換算調整勘定 1,034 1,540

退職給付に係る調整額 564 1,529

その他の包括利益合計 1,727 5,843

包括利益 12,921 16,859

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 10,723 15,220

非支配株主に係る包括利益 2,197 1,638
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,176 4,889 91,693 △167 100,591

当期変動額

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△143 △143

剰余金の配当 △1,580 △1,580

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,279 9,279

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △143 7,698 △1 7,553

当期末残高 4,176 4,746 99,391 △169 108,145

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 10,986 79 53 △635 10,483 5,336 116,411

当期変動額

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△143

剰余金の配当 △1,580

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,279

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
987 △858 755 560 1,444 961 2,406

当期変動額合計 987 △858 755 560 1,444 961 9,960

当期末残高 11,974 △778 808 △75 11,928 6,297 126,371
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　当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,176 4,746 99,391 △169 108,145

当期変動額

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△161 △161

剰余金の配当 △2,786 △2,786

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,780 9,780

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - △161 6,993 △1 6,830

当期末残高 4,176 4,584 106,385 △170 114,976

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 11,974 △778 808 △75 11,928 6,297 126,371

当期変動額

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
△161

剰余金の配当 △2,786

親会社株主に帰属する

当期純利益
9,780

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
2,175 598 1,128 1,538 5,440 767 6,208

当期変動額合計 2,175 598 1,128 1,538 5,440 767 13,038

当期末残高 14,149 △180 1,937 1,463 17,368 7,065 139,410
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 16,304 14,179

減価償却費 5,426 5,485

減損損失 106 427

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45 91

賞与引当金の増減額（△は減少） 29 60

その他の引当金の増減額（△は減少） 93 △170

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 124 340

受取利息及び受取配当金 △1,085 △1,623

支払利息 261 490

為替差損益（△は益） △652 △596

持分法による投資損益（△は益） △123 1,192

固定資産売却益 △46 △33

固定資産除売却損 220 323

火災による損失 148 -

売上債権の増減額（△は増加） △2,746 653

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,276 3,006

前渡金の増減額（△は増加） 21 △66

未収入金の増減額（△は増加） 593 △616

仕入債務の増減額（△は減少） △2,938 670

未払金の増減額（△は減少） △157 174

未払消費税等の増減額（△は減少） 694 △1,059

その他 △2,371 △1,382

小計 12,579 21,548

利息及び配当金の受取額 1,044 1,637

利息の支払額 △271 △522

火災による損失の支払額 △1,471 △48

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,340 △6,797

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,539 15,818

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △0

定期預金の払戻による収入 - 1

有形固定資産の取得による支出 △7,987 △7,401

有形固定資産の売却による収入 55 46

無形固定資産の取得による支出 △20 △20

投資有価証券の取得による支出 △28 △79

投資有価証券の売却による収入 688 2,030

短期貸付金の増減額（△は増加） 16 △86

その他 19 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,256 △5,507
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △290 800

長期借入れによる収入 334 -

長期借入金の返済による支出 △1,052 △945

自己株式の取得による支出 △1 △1

リース債務の返済による支出 △794 △961

配当金の支払額 △1,576 △2,780

非支配株主への配当金の支払額 △1,378 △1,032

その他 - 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,759 △4,920

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,190 1,389

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,286 6,779

現金及び現金同等物の期首残高 35,236 32,949

現金及び現金同等物の期末残高 32,949 39,729
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することと

しております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

（連結損益計算書関係）

１ 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

白老チップ工場（北海道白老郡白老町） パルプ用チップ生産設備 機械装置、土地等 64

山口採石所（福岡県飯塚市） 砕石生産設備 機械装置等 41

北海道檜山郡江差町 遊休用地 土地 1

減損損失を把握するにあたっては、当社は原則として管理会計上の製品別銘柄損益の把握単位である事業所別にグ

ルーピングし、本社、支店、厚生施設及び研究開発センター等は共用資産とし、賃貸不動産及び遊休資産については、

それぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。また、連結子会社においては、主に会社別にグルーピン

グしております。

白老チップ工場につきましては、営業損益が継続してマイナスとなりましたことから、帳簿価額を備忘価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、機械装置及び運搬具56百万円、一般

用地５百万円、建物及び構築物ほか２百万円であります。

山口採石所につきましては、営業損益が継続してマイナスとなりましたことから、帳簿価額を備忘価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、機械装置及び運搬具ほか41百万円でありま

す。

北海道檜山郡江差町の遊休用地につきましては、具体的な使用計画がなく地価の下落が生じていることから、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。なお、回収可能価額は、

固定資産税評価額を用いて自社で算定しております。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

場所 用途 種類 減損損失（百万円）

長尾山採石所（大阪府箕面市） 砕石生産設備 土地、機械装置等 424

白老チップ工場（北海道白老郡白老町） パルプ用チップ生産設備 運搬具等 3

減損損失を把握するにあたっては、当社は原則として管理会計上の製品別銘柄損益の把握単位である事業所別にグ

ルーピングし、本社、支店、厚生施設及び研究開発センター等は共用資産とし、賃貸不動産及び遊休資産については、

それぞれの物件ごとに１つの資産グループとしております。また、連結子会社においては、主に会社別にグルーピン

グしております。

長尾山採石所につきましては、営業損益が継続してマイナスとなりましたことから、帳簿価額を備忘価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、鉱業用地258百万円、機械装置及び運搬

具87百万円、建物及び構築物ほか77百万円であります。

白老チップ工場につきましては、営業損益が継続してマイナスとなりましたことから、帳簿価額を備忘価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。その内訳は、機械装置及び運搬具ほか３百万円で

あります。
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２ 火災による損失

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

焼損した設備の本復旧工事費 148百万円 －百万円

　

（セグメント情報）
　
１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に製品・サービス別の営業部等を置き、各営業部等は、取り扱う製品・サービスについて国内及び

海外の包括的な販売戦略を立案し、生産技術部や事業所等と連携しながら営業活動を展開しております。

　従いまして、当社は、営業部等を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、資源事業の

「鉱石部門」、同「金属部門」、「機械・環境事業」、「不動産事業」及び「再生可能エネルギー事業」の５つを

報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「鉱石部門」は、主に当社グループが保有する石灰石鉱山等から生産される石灰石、砕石及びその加工製品並び

にこれらに付随する関連商品の販売を行っております。

　「金属部門」は、銅地金の製錬・販売のほか、銅精鉱の販売を行っております。

　「機械・環境事業」は、主に水処理剤の販売及び集じん機等の環境対策商品を中心とした機械の製造・販売を行

っております。

　「不動産事業」は、オフィスビル、マンション、店舗、工場、倉庫等の賃貸及び不動産の販売を行っておりま

す。

　「再生可能エネルギー事業」は、地熱部門、太陽光発電及び水力発電による環境に配慮したエネルギー開発を行

っております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計方針に概ね準

拠した方法であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベース（連結修正前）の数値であります。セグメント間

の内部売上高及び振替高は一般的取引条件と同様に決定しております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日) (単位：百万円)

鉱石 金属 機械・環境 不動産
再生可能
エネルギー

合計
調整額
（注１）

連結財務
諸表計上額
（注２）

売上高

　外部顧客への売上高 54,390 78,733 11,345 2,825 1,787 149,082 － 149,082

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

352 － 662 9 － 1,024 △1,024 －

計 54,743 78,733 12,007 2,835 1,787 150,106 △1,024 149,082

セグメント利益 7,033 7,263 1,000 1,575 509 17,382 △1,666 15,715

その他項目

　減価償却費 3,885 729 152 157 593 5,518 △92 5,426

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

8,903 510 188 61 75 9,739 △161 9,577

(注)１ 調整額は、以下のとおりであります。

　セグメント利益の調整額△1,666百万円には、内部取引の相殺消去額38百万円、貸倒引当金の調整額△０百万

円、未実現損益の消去額３百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△1,708百万円が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 資産については、事業セグメントへの配分を行っておりません。

当連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日) (単位：百万円)

鉱石 金属 機械・環境 不動産
再生可能
エネルギー

合計
調整額
（注１）

連結財務
諸表計上額
（注２）

売上高

　外部顧客への売上高 59,436 86,948 13,003 2,882 1,750 164,020 － 164,020

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

571 － 750 9 － 1,331 △1,331 －

計 60,008 86,948 13,754 2,891 1,750 165,352 △1,331 164,020

セグメント利益 5,969 6,612 1,257 1,707 547 16,094 △2,462 13,632

その他項目

　減価償却費 3,860 895 150 138 517 5,562 △76 5,485

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

7,874 439 214 24 54 8,607 △35 8,572

(注)１ 調整額は、以下のとおりであります。

　セグメント利益の調整額△2,462百万円には、内部取引の相殺消去額71百万円、貸倒引当金の調整額０百万

円、未実現損益の消去額94百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△2,629百万円が含まれておりま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ 資産については、事業セグメントへの配分を行っておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり純資産額 7,217円26銭 7,955円03銭

１株当たり当期純利益 557円73銭 587円89銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 2022年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株とする株式分割を実施したため、前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

３ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

当連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 9,279 9,780

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

9,279 9,780

普通株式の期中平均株式数(千株) 16,637 16,636

（重要な後発事象）

当社は、2023年４月28日開催の取締役会において、チリ共和国における新規銅鉱山の開発工事に着手することを

決議いたしました。

本件の詳細については、2023年４月28日に公表の「チリ共和国における新規銅鉱山の開発に関するお知らせ」を

ご参照ください。
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４．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当事業年度
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,802 28,004

受取手形 1,201 1,318

売掛金 23,819 23,199

リース投資資産 2,551 2,291

商品及び製品 4,721 5,355

仕掛品 7,866 7,551

原材料及び貯蔵品 5,080 1,309

前払費用 608 629

未収入金 632 1,269

その他 1,227 1,191

貸倒引当金 - △29

流動資産合計 67,512 72,092

固定資産

有形固定資産

建物 6,040 5,959

構築物 10,614 9,996

機械及び装置 4,977 5,011

車両運搬具 590 777

工具、器具及び備品 262 313

鉱業用地 2,391 2,081

一般用地 13,569 13,571

建設仮勘定 14,883 18,952

有形固定資産合計 53,329 56,663

無形固定資産

鉱業権 183 182

その他 65 65

無形固定資産合計 249 248

投資その他の資産

投資有価証券 26,018 28,832

関係会社株式 15,249 16,041

関係会社長期貸付金 50 -

長期前払費用 2,116 1,978

その他 1,074 1,074

貸倒引当金 △76 △73

投資損失引当金 △220 △216

投資その他の資産合計 44,210 47,636

固定資産合計 97,788 104,547

資産合計 165,301 176,640
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当事業年度
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 14,285 15,332

短期借入金 13,500 13,500

1年内返済予定の長期借入金 74 3,075

リース債務 687 584

未払金 4,363 5,933

未払費用 1,046 1,091

未払法人税等 1,572 -

預り金 894 896

前受収益 266 239

賞与引当金 550 575

役員賞与引当金 33 32

株主優待引当金 10 16

その他 2,135 692

流動負債合計 39,421 41,970

固定負債

長期借入金 3,333 258

リース債務 1,036 1,118

繰延税金負債 2,344 3,138

退職給付引当金 2,296 2,645

環境安全対策引当金 5 1

特別修繕引当金 184 71

資産除去債務 4,134 4,111

長期前受金 1,552 1,507

受入保証金 3,769 3,754

長期前受収益 41 32

その他 739 754

固定負債合計 19,436 17,394

負債合計 58,858 59,364
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(単位：百万円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当事業年度
(2023年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,176 4,176

資本剰余金

資本準備金 6,149 6,149

その他資本剰余金 - 0

資本剰余金合計 6,149 6,150

利益剰余金

利益準備金 1,044 1,044

その他利益剰余金 84,416 92,531

災害補てん準備積立金 500 500

探鉱準備金 1,108 943

圧縮記帳積立金 3,166 3,048

特定災害防止準備金 147 106

特別積立金 69,135 69,135

繰越利益剰余金 10,358 18,798

利益剰余金合計 85,460 93,575

自己株式 △169 △170

株主資本合計 95,616 103,731

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,604 13,725

繰延ヘッジ損益 △779 △180

評価・換算差額等合計 10,825 13,544

純資産合計 106,442 117,275

負債純資産合計 165,301 176,640
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当事業年度
(自 2022年４月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 119,908 132,254

売上原価 99,278 110,815

売上総利益 20,629 21,439

販売費及び一般管理費 12,366 13,455

営業利益 8,262 7,983

営業外収益

受取利息 16 34

受取配当金 3,821 3,601

受取賃貸料 435 492

為替差益 172 -

その他 43 33

営業外収益合計 4,488 4,161

営業外費用

支払利息 168 376

為替差損 - 109

休廃山管理費 262 284

出向者関係費 513 492

貸与資産減価償却費等 336 375

その他 24 64

営業外費用合計 1,305 1,703

経常利益 11,446 10,442

特別利益

固定資産売却益 35 17

投資有価証券売却益 130 1,635

その他 - 33

特別利益合計 166 1,685

特別損失

固定資産除売却損 133 231

減損損失 106 427

火災による損失 148 -

その他 21 0

特別損失合計 410 659

税引前当期純利益 11,202 11,469

法人税、住民税及び事業税 2,557 733

法人税等調整額 △35 △166

法人税等合計 2,521 566

当期純利益 8,680 10,902
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（３）株主資本等変動計算書

　前事業年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

災害補てん準備

積立金
探鉱準備金 圧縮記帳積立金

当期首残高 4,176 6,149 1,044 500 1,078 3,230

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

租税特別措置法上の準

備金の積立
64 10

租税特別措置法上の準

備金の取崩
△33 △73

特別積立金の積立

自己株式の取得

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - - - 30 △63

当期末残高 4,176 6,149 1,044 500 1,108 3,166

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計特定災害防止準

備金
特別積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 147 68,135 4,225 78,360 △167 88,518

当期変動額

剰余金の配当 △1,580 △1,580 △1,580

当期純利益 8,680 8,680 8,680

租税特別措置法上の準

備金の積立
△74 - -

租税特別措置法上の準

備金の取崩
107 - -

特別積立金の積立 1,000 △1,000 - -

自己株式の取得 △1 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - 1,000 6,132 7,099 △1 7,097

当期末残高 147 69,135 10,358 85,460 △169 95,616
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(単位：百万円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額

等合計

当期首残高 10,527 79 10,607 99,126

当期変動額

剰余金の配当 △1,580

当期純利益 8,680

租税特別措置法上の準

備金の積立
-

租税特別措置法上の準

備金の取崩
-

特別積立金の積立 -

自己株式の取得 △1

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
1,077 △858 218 218

当期変動額合計 1,077 △858 218 7,316

当期末残高 11,604 △779 10,825 106,442
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　当事業年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本剰

余金

資本剰余金合

計
利益準備金

その他利益剰余金

災害補てん準

備積立金
探鉱準備金

圧縮記帳積立

金

当期首残高 4,176 6,149 - 6,149 1,044 500 1,108 3,166

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

租税特別措置法上の準

備金の積立
61 1

租税特別措置法上の準

備金の取崩
△226 △119

自己株式の取得

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 0 0 - - △165 △117

当期末残高 4,176 6,149 0 6,150 1,044 500 943 3,048

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合

計特定災害防止

準備金
特別積立金

繰越利益剰余

金

当期首残高 147 69,135 10,358 85,460 △169 95,616

当期変動額

剰余金の配当 △2,786 △2,786 △2,786

当期純利益 10,902 10,902 10,902

租税特別措置法上の準

備金の積立
△62 -

租税特別措置法上の準

備金の取崩
△40 386 -

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 △40 - 8,439 8,115 △1 8,114

当期末残高 106 69,135 18,798 93,575 △170 103,731
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(単位：百万円)

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額

等合計

当期首残高 11,604 △779 10,825 106,442

当期変動額

剰余金の配当 △2,786

当期純利益 10,902

租税特別措置法上の準

備金の積立
-

租税特別措置法上の準

備金の取崩
-

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
2,120 598 2,718 2,718

当期変動額合計 2,120 598 2,718 10,832

当期末残高 13,725 △180 13,544 117,275
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５．その他

（１）役員等の異動

当社は、本年６月29日開催予定の第109回定時株主総会（以下「本定時株主総会」という。）の承認を条件とし

て、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行する予定であります。

監査等委員会設置会社へ移行した後の執行役員を含めた経営体制は、次のとおりであります。

なお、取締役の異動については、本定時株主総会及びその後の取締役会での決議を経て正式に決定する予定であ

ります。

① 取締役

代表取締役社長 森 川 玲 一

取締役執行役員 資源開発部、海外資源事業部担当 萩 上 幸 彦

取締役執行役員 総務部、人事部、ＢＣＭ推進室担当 藤 本 博 文

取締役執行役員 経営企画部、経理部、金属営業部担当 大 財 健 二

＊ 取 締 役 泉 宣 道

＊ 取 締 役 （室蘭工業大学大学院工学研究科 特任教授） 板 倉 賢 一

取締役（常勤監査等委員） 安 田 誠 司 （新任）

＊ 取締役（監 査 等 委 員） （東京工業大学 名誉教授） 堀 田 栄 喜 （新任）

＊ 取締役（監 査 等 委 員） （弁護士） 青 木 優 子

② 執行役員

執 行 役 員 機械・環境営業部、研究開発部担当 河 田 真 伸

執 行 役 員 資源営業部担当 坂 口 裕 幸

執 行 役 員 生産技術部、保安環境室担当、生産技術部長 曽 田 健

執 行 役 員 総務部長、人事部長、ＢＣＭ推進室長 野 村 勉 （新任）

執 行 役 員 鳥形山鉱業所長 齊 藤 知 宏 （新任）

（注）１ ＊印の取締役は、社外取締役であります。

２ 常勤監査役 安田 誠司並びに監査役 堀田 栄喜は、本定時株主総会終結の時をもって監査役を退任し、

同日付で監査等委員である取締役として選任する予定であります。

３ 常務取締役 山﨑 新也、常勤監査役 小島 和彦、監査役 若柳 善朗並びに執行役員 藤津 二朗は、

本定時株主総会終結の時をもって退任する予定であります。なお、同日付で若柳 善朗は、法令に定める監査

等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員である取締役として選任する予定

であります。
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（金額単位：百万円）

数量

単位 数量 売上高 比率(%) 数量 売上高 比率(%) 数量 売上高

資源事業

　 鉱石部門 石灰石 千t 24,413 28,402 19.1 23,118 28,883 17.6 △ 1,294 481

砕石 千t 4,828 6,149 4.1 4,871 6,714 4.1 43 565

タンカル 千t 571 3,200 2.1 555 3,317 2.0 △ 16 116

燃料その他 16,638 11.2 20,521 12.5 3,882

小計 54,390 36.5 59,436 36.2 5,045

　 金属部門 電気銅 t 50,296 55,459 37.2 48,800 57,112 34.8 △ 1,496 1,652

銅精鉱 t 43,440 14,164 9.5 58,459 20,175 12.3 15,019 6,011

その他 9,109 6.1 9,660 5.9 551

小計 78,733 52.8 86,948 53.0 8,215

計 133,124 89.3 146,384 89.2 13,260

機械・環境事業 産業機械 4,417 3.0 5,002 3.0 585

環境商品 6,927 4.6 8,000 4.9 1,072

計 11,345 7.6 13,003 7.9 1,658

2,825 1.9 2,882 1.8 56

再生可能エネルギー事業 千MWh 210 1,787 1.2 195 1,750 1.1 △ 15 △ 37

149,082 100.0 164,020 100.0 14,938

海外売上高

品目

石灰石等

電気銅

銅精鉱

産業機械

環境商品

　  （参考情報）

海外金属・為替市況推移

単位

銅価格 ￠／ｌｂ

為替レート 円／米ドル

（２）連結売上高明細表

当連結会計年度 増減（△）

合計

不動産事業

前連結会計年度
セグメント 主要品目

前連結会計年度 当連結会計年度 次期連結会計年度（予想）

439.59

合計 39,188 39,312

112.38

387.87

135.47

380.00

130.00

上海、ポーランド、台湾 600 539

台湾、ベトナム 4 9

14,164 16,217

（単位：百万円）

主な向先 前連結会計年度 当連結会計年度

台湾、香港、オーストラリア 5,109 5,857

インド、上海、台湾 19,309 16,689

チリ
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